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Ⅰ はじめに

１．若手教師を取り巻く環境の変化 

脇本・町支（2015）を参考に、若手教師の育成

を巡る環境の変化として、以下 3 つの観点から問

題把握を試みたい。 

(1) 教師の多忙化

まずは、教師の多忙化についてである。2011 年

ベネッセ教育総合研究所の調査で明らかになった

のは、「多くの教師は作成しなければならない事務

書類が多いと感じている」こと、「本来時間をかけ

るべき教材準備の時間が十分に取れていないと感

じている」ことである。また、国際教員環境調査

（＝TALIS、国立教育政策研究所 2014）では、「授

業に費やす時間は諸外国とそれほど差はみられな

い」ことが明らかとなっている
（1）

。また、近年の

研究成果としては、今日の日本の教員は、本来的

な業務（生徒指導）に費やす時間が長く、また心

理的負担を抱く教員が多いことから、今日の日本

の教員は他国の教員と比べて多忙であることを実

証されている（神林 2017）。 

以上より浮かび上がってくるのは、当然のこと

ながら、現在の日本の教師が多忙な状況にあり、

また深刻な多忙感を感じているという問題性であ

る。 

脇本・町支（2015）によれば、この問題性にお

いては、若手教師が先輩教師に支援を要請するこ

とが難しくなっていることなど、教師間の関係構

築を阻害する作用が想定されなければならないと

されるだけでなく、長時間勤務の中で教材研究や

授業研究の時間が確保できない状況が授業研究の

形骸化を助長するといった可能性も含まれている。 

このように教師の多忙化は、若手教師の育成に

とって重大な問題である。 

(2) 子どもと保護者の変化

次に、子どもと保護者の変化についてである。

社会が多様なものへと変化する過程で、家庭や子

どもが抱える背景も多様化している。それは、教

師に求められる対応の多様化および複雑化を招い

ている。 

例えば、特別な支援を要する子どもや日本語支

援が必要な外国人児童生徒の数が増加しているこ

とはその際たるものであり、取り組むことの難し

い事案が多く発生している。 

他方、保護者についていえば、注文はするが協

力はしない消費者として学校と接するようになっ

ているとの指摘がある（油布 2007：70-73）。それ

どころか、若手教員をベテラン教員と比較するこ

とで、若手教員の力量不足を容赦なく非難し、我

が子に最善の教育を求めるようになっている（小

島 2007）。 

こうした変化は、若手教員の学びにつながるは

ずの失敗が許されない状況として理解されるもの

であり、失敗を犯した場合でも、その仕事が続け

ていけるようなセーフティネットの重要性が指摘

される（脇本・町支 2015：7-10）。 

(3) 教師の年齢構造の変化

最後に、教師の年齢構造の変化についてである。

団塊の世代の大量退職により、若手教師が大量採

用され、その割合が増加していることは周知の事

実である。このような状況下では、若手教師が授

業や学級経営において課題や悩みを抱えた際に、

誰かに相談しようにも、その相手が同じ若手教師

しかおらず、職務上の悩みや問題を十分に解決す

ることができない場合が多発することが考えられ

る（脇本・町支 2015：3）。また、こうした問題は、

日本の都市部のみならず、日本全体が抱える課題

として指摘される（脇本・町支 2015：4） 。 

－ 49 －



２．今日の若手教師の育成をめぐる政策動向―

文科省と各地方教育行政の対応 

 以上のように、若手教師の育成をめぐる動向は、

その問題性を深刻化させ続けてきたように思われ

る。このような状況に対する、政策による応対を

確認しておく。 

まず、中央教育審議会答申「これからの学校教

育を担う教員の資質能力の向上について（答

申）」（2015 年 12 月 21 日：

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/c

hukyo0/toushin/1365665.htm）は、今後の教員養

成・現職研修の方向性に影響力を有しているもの

として挙げられよう。 

そこでは、教職課程の編成にあたり参考とする

指針（教職課程コアカリキュラム）の整備を推進

することや現職研修プログラムの体系化にむけた

教員育成指標の必要性が提言されている。教員育

成指標については、「教員自身が日々の教育実践の

中で自己の成長を確認するための目安として」活

用するだけでなく「管理職は教員育成の目安とし

たり、教育センターは、研修計画の拠り所とした

りする等、教員育成をサポートする側の活用も期

待されている」ものと言える（市川他 2018）。 

また、提言を受けて、教育公務員特例法の一部

を改正する法律（2017 年 4月 1日施行）において、

（1）校長及び教員の資質の向上に関する指標の全

国的整備（文科省指針策定、教委と大学等との協

議・調整により、養成と研修を進めること、指標

を協議、指針を参酌しつつ指標作成と教員研修計

画の策定を要求：図１）、（2）十年経験者研修の見

直し（中堅教諭等資質向上研修へ）が進められて

いる。 

図 1 教育公務員特例法の一部改正に伴って任命

権者に求められた対応 

また、国立教育政策研究所では、2 年間の調査

研究を行い、今後求められる教員・管理職像、大

学教育像の明確化並びに、その適切な育成プログ

ラムの開発研究と教員養成に関わる大学教員の授

業改善、指導力向上に関する研究、校長・教頭・

事務長などの研修プログラムに関する調査研究が

進められている（大杉2014、大杉2015、大杉 2016）。 

 以上のように、若手教員の育成に対しては、若

手教員を取り巻く環境改善を通して、現在進行形

で若手教員育成の質向上が政策的に目指されてい

る。 

３．本論の目的 

以上、若手教員の育成を巡る問題を概括するな

かで、その問題の深刻性と今日性を確認した。 

 このような問題に取り組む上で、若手教員の育

成を巡る研究がどのような知見を残してきたのか

を今一度整理し直し、その構造を明確にしておく

ことは、若手教員の育成が今日的な課題であるこ

とに鑑みれば、有意味なことであるように思われ

る。 

そこで、本論では若手教員の力量形成をめぐる

研究動向を概括することを目的とする。 

なお、本論では「若手教員」を「正規職員とし

ての教員歴が 3 年未満であり、かつ現任校が初任

校である教師」を主たる対象として想定するため

に用いていることを確認しておく。 

Ⅱ 方法

 若手教員の力量形成をめぐる研究動向を概括す

るにあたっては、今までの教師研究の動向を①教

師の学習、②教師のキャリア、③教師の育成の３

領域に分類し整理している脇本・町支（2015）や

教師研究を 8 つの領域「専門性・仕事・役割」、「成

長プロセス・ライフヒストリー」、「人事・研修」、

「多忙化・メンタルヘルス」、「知識・技術・信念」、

「教員養成カリキュラム」、「学校組織・教師文化・

校内授業研究」、「教師教育の連続性（教員養成と

現職教育の連続性に関する研究）」に分けた姫野

（2013）の分類、あるいは教師教育の分野を「教

師の授業力量（授業設計、授業実施、授業評価、

学級経営）」、「教師の成長・発達（教師の役割、専

門職としての教師、授業リフレクション）」、「教師
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教育プログラム（教員養成、現職教育）」の 3 つに

分類した教育工学事典等が存在する。 

しかし、本論ではこれらの分類を用いるのでは

なく、若手教員の力量形成をめぐる問いを設定し

たうえで、問いに応じた分類のもと、それぞれの

問いに与する研究の動向について紹介することで、

本論のオリジナリティを見出したい。 

 かかる分類を行うことによって、本論の冒頭で

確認した問題群に対しこれまでの若手教員の力量

形成研究がどう向き合ってきたのかを端的に確認

することが可能となると考える。 

Ⅲ 結果・考察

１．どうなれば若手教員が育ったといえるか 

―教員の力量の内実 

まずは、「どうなれば若手教師は育ったといえる

のか」という問題に与する研究の知見を確認した

い。当該研究は、教師の育ちを定義することをそ

の取り組みの意味として有しするものといえる。

その意味では、当該研究は若手教員の力量の内実

を明らかにする研究であると理解することもでき

るだろう。 

かかる研究において触れておかなければならな

いのは、秋田喜代美を筆頭に取り組まれてきた教

師の熟達に関する研究である。当該研究は、「教師

の成長は、多様なのではないか」という着想を有

するものであり、教員の力量を「熟達」という概

念を通して捉え直すことで、それまでの経験年数

に伴う単線的な力量形成の捉え方を批判的に検討

し、獲得と喪失の両義的側面に焦点化するもので

ある。 

そこでは、教員が経験年数に伴って力量を形成

していくだけでなく、その一方で喪失されるもの

もあるという考えを取り入れた力量形成モデルや、

教員は葛藤を乗り越えることで力量を形成してい

くといったモデルが提唱された。 

またそのなかで、若手教員はおきまりのルーテ

ィンのみに従事するマンネリズムに陥りにくいこ

とや、みずみずしい感覚や仕事から得られる手応

えとしての情動的報酬の感覚を有していることな

どが指摘されるにいたっており、若手であるから

こそ有しうる力量の存在が示唆されている。 

とりわけ秋田（2006）は、定型的な熟達と適応

的な熟達という２つの方向性があるなかで、即興

的な対応と創造性のある実践を展開することが期

待されることから、教育の仕事において、「適応的

熟達者」としての熟達が期待されることを主張し

ている（p.220）。 

また、「教師はどのような知識を身に着けている

のか?」といったモチーフを有する研究として教師

の知識の捉え方に関する研究が挙げられる。 

当該研究は、後述する「内省」の議論が進む中

で 1980 年代に台頭したものである。 

教師の知識は、現場の経験をもとに構成され、

その教師の所属する集団による影響を大きく受け

ることが明らかにされている。 

特に佐藤（1996）は、教師の知識を 3 つの命題

から説明している。すなわち、①文脈に依存する

ため、理論的知識に比べて厳密性や普遍性には乏

しいが、機能的で柔軟である、②特定の学問に還

元できないような総合性を備えている、③無意識

や暗黙知、信念などに影響を受けた潜在的なもの

であるといった内容である。佐藤は、以上の性質

を有した教師の知識を「個人的実践的知識」と呼

称した。 

最後に、高井良（2015）や姫野（2017）など教

師教育に関する研究として今日まで盛んに取り組

まれている研究群として教師のキャリア発達に関

する研究が挙げられる。これらの研究群は、「教師

はどのようなキャリア発達を歩むなかで何に悩み、

考えるのか？」といった問いと向き合うものとい

え、大きく 6 つのグループに区分される（表１）。 

表１ 教師のキャリア発達に関する研究の変遷 

年代 研究 アプローチ 

70～ 職業的社会化

の研究 

キャリアの伸長に伴う行

動様式や価値観の変化に

着目する 

80～ 職能発達研究

（岸本幸次郎

ら に よ る 研

究） 

年齢と能力の自己評価の

関係から職能発達モデル

の形成を試みる 

ライフサイク

ル研究 

生涯のどの段階にあるか

で、直面すべき発達課題が

異なるという発達心理学
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の発想をベースにするに、

個々の教師の「語り」を手

がかりに、その生涯におけ

る変遷をたどり、より具体

的に複雑な教師のキャリ

アを描く 

00～ ライフコース

研究 

ライフサイクルに加えて、

時代性などに目をむけて

同年代集団（コーホート）

ごとのキャリアを分析す

る 

近年 ライフヒスト

リー研究 

教師の語りを社会的背景

に位置づける 

ライフストー

リー研究 

教師の語りを語り方や調

査者との相互作用も含め

てありのままに描こうと

する 

脇本・町支（2015）を参考に、筆者が作成 

1970 年代に盛んに行われた職業的社会化の研

究や 1980～1990 年代に岸本らによって行われた

職能発達研究では、若手期は「様々な実現に直面

し、改めて、教師として期待される役割や自分の

在り方について吟味を加える時期」として描かれ

たとされる（脇本・町支 2015）。こうした見立て

からうかがうことができるのはキャリアの蓄積に

伴って漸進的に変化が訪れるという、教師の成長・

熟達モデルに近い洞察といえよう。 

また、若手は若手なりの目指す方向性があり、

それは時に大きく変化しうる複雑なものであると

いう研究上の課題に対応する形で対等したのが、

教師のライフサイクル・ライフコース研究であっ

た。 

個々の教師の「語り」を手がかりに、教師の生

涯における変遷をたどり、より具体的に複雑な教

師のキャリアを描くライフサイクル研究は、人の

生涯のどの段階に位置するかによって、直面すべ

き発達課題が異なっているという発達心理学の知

見をベースにするものである。例えば、初任期（1

～3 年目）は、「理想と現実の大きな隔たりに直面

し、動揺しながらもなんとかそれを切り抜け教師

として『生き残る』こと、また他方では自分の学

級・教材・年間計画を持ったり、教師集団の中に

同僚として存在している自分を感じたりする最初

の感激を『発見する』ことがテーマ」であるとさ

れる（脇本・町支 2015）。こうしたライフサイク

ルに時代性やキャリアの多様性に目をむけたライ

フコース研究が盛んとなる 2000 年代前後になる

と、同年代集団（コーホート）ごとのキャリアの

変化が分析されるようになる。 

このような研究の発展とその蓄積が進む中で、

若手期は様々な現実に直面し、改めて、教師とし

て期待される役割や自分のあり方について吟味を

加える時期であることが明らかにされてきている

（脇本・町支 2015：22-23）。 

２．どのように若手教員は育っているのか

次に、「どのように若手教員は育っているのか」

という問題に与する研究である。当該研究群は、

若手教員の力量形成過程を明らかにする取り組み

であると理解することができるだろう。 

この問いに対する、最大の発見は、「経験を振り

返ることによって教師は成長する」ことを認知心

理学の視点から、問題解決の際に、問題に枠組み

を与え、その中で行為をしながらその問題につい

て考え、反省的に行為を行っていることを主張し

たショーンによる「反省的実践家」モデルである

ことは周知の事実と言えるだろう。 

教員個人による内省に焦点化することで、その

力量形成過程を描こうとする研究に対して、教員

の組織風土、すなわち「同僚性」に関する理解を

深めることに与した研究群も存在する。すなわち、

「同僚性」に育まれることによって教師は成長す

るという着想である。 

山崎（2012）は、「学校内での優れた先輩や指導

者」との出会いが教師の力量形成を促すと考えた

（pp.429-433）。また、同僚集団への帰属意識の高

まりが、教師個々人の不満や葛藤を軽減するとの

指摘（油布 2007：25）も当該研究領域では明らか

にされている。 

こうした知見に鑑みれば、若手教員は、振り返

りを行うための経験を蓄積していく一方で、同僚

組織のなかでそうした経験に基づく学習効果を高

めつつ成長している様子が浮かび上がってくる。 

しかし、その一方で多忙化などの要因によって

同僚との関係が作りにくい状況にあることが指摘

されており、後述するように授業研究の形骸化な
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どの問題も生じている。校内において若手教員が

その学びを深めていくための環境や文化・同僚性

を保っていくための支援が求められるところであ

る。 

３．どうすれば若手教員は育てられるのか―効

果的な教師教育の方略

最後に、「どうすれば若手教員は育てられるのか」

という問題に与する研究である。実証研究がこの

問題に取り組む上での限界は、その対象が現存す

る事物や現象に限定されるということである。そ

のため、「どうすれば育てられるのか」という問い

は、「 することで育つのか」という問いに矮小

化されてしまうことになる。この「 」に入る言

葉として代表となるのは、やはり「授業研究」な

らびに「校内研修」であろう。 

関連する研究としては、教師の学習方略である

「振り返り」において、他者という媒介者がもた

らされることが、教師の学習効果を高めること、

他者の視点を柔軟に取り入れ、授業実践に広がり

をもたせることのできる適応的熟達者への熟達過

程において、重要な機会となりうることを指摘し

ている（脇本・町支 2015：28）。 

Ⅳ おわりに 

以上、本論では、3 つの問いから若手教員の育

成に関する研究の整理を行った。その結果、「どう

なれば若手教員が育ったといえるか」という問い

については、固定観念にとらわれない柔軟な発想

力など、若手には若手なりの教員としての力量が

存在する可能性が示唆されることを確認した。 

また、「どのように若手教員は育っているのか」

という問いについては、教師は豊かな同僚性を有

した組織風土の中で、自らの経験を振り返ること

で学習しているとの前提のもと、若手期は様々な

現実に直面し、改めて、教師として期待される役

割や自分のあり方について吟味を加える時期とい

えることが示唆された。 

最後に、「どうすれば若手教師は育てられるのか」

についてである。この点については、学習の組織

化＝振り返りの媒介者としての他者（＝主に先輩

教師）の存在が強調される結果となった。

本研究領域における今後の課題として、和井田

（2015）の指摘を紹介したい。和井田は、若手教

員の成長支援にかかわる優れた実践の発掘と発進

を行うこと、また授業技術そのものではなく、具

体的な実践における子どもの変化を若手教員に伝

え続ける取り組みを紹介しその重要性を指摘して

いる
（2）

。 

本論における実証研究の限界点として示された

ように、今後の若手教員の力量形成研究が取り組

むべき課題の一つとして、「事実」を描くうえで対

象化することとなる現象をいかなる方法で探し出

していくのかが重要な課題とされている。 

和井田（2015）では、調査協力者の獲得に焦点

化した紹介がなされているが、例えば、著者が自

己省察および著述を用いて、個人的経験を調査し、

その自伝的なストーリーをより広い文化的、政治

的、社会的な意味・理解へと結びつけるための質

的研究の一つの形態として理解されるオートエス

ノグラフィーといった研究手法に関する新たな着

想を模索することもできるように思われる。

【注】 

（１） 1 週間あたりの勤務時間が諸外国に比べ

て長く（日本 54 時間、参加国平均 38 時間）、

また課外活動（スポーツ・文化活動）の指導

時間が特に長い（日本 7.7 時間、参加国平均

2.1 時間）ほか、事務業務（日本 5.5 時間、

参加国平均 2.9 時間）、授業の計画・準備に使

った時間等も長いとされる。その一方で授業

に費やす時間は諸外国と同程度（日本週 18 時

間、参加国平均 19 時間）となっている。ただ

し本調査が取り扱うデータは、非正規教員情

報を含むものであり、非正規率の高い日本は

労働時間が過大に評価されている可能性あ

るとされる（神林寿幸 2017）。 

（２） 例えば、小学校では、専科の授業を増や

し、担任に空き時間をつくることや、中学校

では、一人の教員ができるだけ全学年を教え

るようにすることで、授業について相談しあ

う仕組みをつくり、同僚性の発揮を促す取り

組みについて紹介している。 

－ 53 －



【参考文献】

青木哲也・金子辰美・主税保德（2018）「教員

養成と育成をつなぐ人材育成指標の作成状

況調査報告」『福岡教育大学大学院教育学研

究科教職実践専攻（教職大学院）年報』第 8

巻、pp.177-184。 

秋田喜代美（2008）『授業の研究 教師の学習

―レッスンスタディへのいざない』明石書店。 

秋田喜代美（2006）「教師が発達する道筋―文

化に埋め込まれた発達の物語」藤岡完治・澤

本和子『授業で成長する教師』ぎょうせい、

pp.27-39。 

秋田喜代美（2006）『授業研究と談話分析』放

送大学教育振興会。 

礒部年晃（2018）「学び続ける教員の育成を目

指した教員育成指標モデルの開発に関する

研究」『福岡教育大学紀要. 第四分冊, 教職

科編』第 67 巻、pp.257-268。

市川紀史・竹本石樹・下鶴志美（2018）「「教

員育成指標」を活用した成長機会の分析 : 

教員採用 10 年間の成長機会と管理職が行う

べき支援に関する一考察」『浜松学院大学教

職センター紀要』第 7 号、pp.89-100。

大杉昭英（2015）「教員養成等の改善に関する

調査研究（全体版）報告書」国立教育政策研

究所。

大杉昭英（2014）「国立大学教員養成系大学・

学部において優れた取組をしている大学教

員に関する調査報告書」国立教育政策研究所。

神林寿幸（2017）「公立小・中学校教員業務負

担の規定要因」博士学位論文。

木原俊行（2012）「授業研究と教師の成長」水

越敏行・吉崎静夫・木原俊行・田口真奈(著) 

日本教育工学会(監)『授業研究と教育工学』

ミネルヴァ書房、pp.30-60。

岸本幸次郎・岡東嘉隆・林孝・小山悦司（1982）

「教師の職能成長モデル構築に関する研究

Ⅲ―教師のキャリアと研修体系をめぐって」

『教育学研究紀要』第 27 号、pp.181-188。

久冨善之（1994）『日本の教員文化―その社会

学的研究―』多賀出版。

小柳和喜雄（2017）「養成と研修の内容・方法

の連続性と非連続性に関する関係考察－

Andragogy と Signature Pedagogies の考え

方からの教員育成指標の検討－」奈良教育大

学教職大学院研究紀要『学校教育実践研究』

第 9 巻、pp.1-10。

佐藤学（1996）『教育方法学』岩波書店。

竹本石樹・勘米良祐太・太田正義・原田年康・

市川紀史・下鶴志美（2018）「「教員育成指標」

を活用するための養成・研修の在り方に関す

る研究 : 「教員の成長過程に関する調査」の

分析を通して」『浜松学院大学教職センター

紀要』第 7 号、pp.1-14。

高井良（2015）『教師のライフストーリー: 高

校教師の中年期の危機と再生』勁草書房。 

姫野完治（2017）『学び続ける教師の養成―成

長観の変容とライフヒストリー―』大阪大学

出版会。

古川治（2018）「教員育成指標策定に関する研

究 : 先行事例を通して見る教育行政と大学

の連携」『甲南大学教職教育センター年報・研

究報告書 2017 年度』pp.21-36。

山崎準二（2012）『教師の発達と力量形成―

続・教師のライフコース研究―』創風社。

油布佐和子（2007）「教師―地域・保護者の関

係の現在と課題」『転換期の教師』放送大学教

育振興会。

和井田節子（2015）「若い教師の現状が教師教

育研究に提起するもの」『日本教師教育学会

年報』第 24 号、pp.42-50。

脇本健弘・町支大祐（2015）『教師の学びを科

学する―データから見える若手の育成と熟

達のモデル―』北大路書房。

－ 54 －




